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１．案件概要 

（１）発注者 

国土交通省 関東地方整備局 

（２）案件名 

１）令和４年度 東京国際空港空港アクセス鉄道開削部(Ｐ３駐車場前)躯体築造工事に係る技術

協力業務 

２）令和５年度 東京国際空港空港アクセス鉄道開削部(Ｐ３駐車場前)躯体築造工事 

（３）施工場所 

東京都大田区羽田空港 東京国際空港内 

（４）案件内容 

１）技術協力業務 

技術提案の技術情報等の提出 １式、 その他の技術情報等の提出 １式、  

設計調整協議 ３回、設計の確認 １式、施工計画の作成 １式、全体工事費の算出 １式、 

関係機関との協議資料作成支援 １式、 

２）工事 

撤去工 １式、付帯工 １式、本体工 １式、地盤改良工 １式、土工 １式、仮設工 １式、 

調査工 １式 

（５）履行期間 

１）技術協力業務  令和４年８月２日～令和５年６月３０日 

２）工事      令和５年９月２９日～令和１０年３月１７日 

 

２．経緯 

（１）契約者決定の流れ 

公募型プロポーザル方式に係る手続開始の公示 

 

申請書及び技術提案書の提出 

 

優先交渉権者の決定 

 

技術協力業務・価格等交渉 

 

見積合わせの執行・契約者の決定 
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（２）契約者決定までの主な経緯 

契約者決定までの主な経緯は表－１のとおりである。 

表－１ 契約者決定までの主な経緯 

日  付 内    容 

令和 4 年 1 月 28 日 技術提案・交渉方式に係る専門部会（第 1 回） 

令和 4 年 2 月 22 日 入札・契約手続運営委員会（公示内容確認） 

令和 4 年 3 月 16 日 契約手続開始の公示 

令和 4 年 3 月 16 日～ 

令和 4 年 5 月 20 日 

申請書及び技術提案書の提出期間 

令和 4 年 6 月 2 日、 

令和 4 年 6 月６日 

技術提案書提出者に対してのヒアリング 

令和 4 年 6 月 30 日 技術提案・交渉方式に係る専門部会（第 2 回） 

令和 4 年 7 月 13 日 入札・契約手続運営委員会（優先交渉権者の決定） 

令和 4 年 7 月 14 日 優先交渉権者選定通知 

令和 4 年 8 月２日 技術協力業務契約締結、基本協定締結、設計協力協定締結 

令和５年６月 30 日 技術協力業務完了 

令和 5 年 7 月２６日～ 

令和 5 年８月４日 

価格等交渉(４回） 

令和 5 年 8 月 24 日 技術提案・交渉方式に係る専門部会（第 3 回） 

令和 5 年 8 月 30 日 入札・契約手続運営委員会（契約相手方特定） 

令和 5 年 8 月 31 日 特定通知 

令和 5 年 9 月 21 日 見積合わせ 

令和 5 年９月 29 日 工事請負契約締結 
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（３）工事実施者の選定方法 

   本工事は、Ｐ３駐車場前面部において、開削工法により、「羽田空港アクセス線」の駅ホーム部

の躯体を築造するものである。 

本工事は、我が国で最も利用者が多い東京国際空港において、一般車両や路線バス、タクシー

等が多く通行する空港内の道路を搬出入路として使用し、道路直下に躯体を築造するものである

ため、工事による空港利用者への影響を最小限にすることが前提となる。特に、施工箇所となる

道路は空港内移動や駐車場の出入りに利用されており、道路の通行や駐車場への出入口を確保す

ることが求められている。 

また、土留め工はＰ３駐車場、国道３５７号等に囲まれた狭隘な区域での施工となることに加

え、開削施工時には高低差による偏土圧の影響等が想定されるため、Ｐ３駐車場をはじめとする

近接構造物に影響を与えないよう、安全・確実に施工する必要がある。その他、施工箇所は東京

湾の浚渫土や建設残土により造成された超軟弱地盤を改良した複雑な地盤であるため、地盤改良

の確実な施工をはじめ、様々な施工リスクへの対応も必要である。 

以上のように本工事は技術的難易度が高く、詳細設計において施工者の高度で専門的な知見を

活用する必要があることから、技術提案・交渉方式の技術協力・施工タイプを適用し、躯体築造

工事に関する技術提案を求めることとした。 

本方式は、技術提案に基づき選定された優先交渉権者と技術協力業務の契約を締結し、別の契約

に基づき実施している設計に技術提案内容を反映させ、価格等の交渉を行い、交渉が成立した場合

に施工の契約を締結するものである。 

（４）工事実施者の選定体制 

技術提案等の審査・評価は、関東地方整備局の入札契約手続運営委員会に諮った上で決定した。

また、中立かつ公正な審査・評価の確保を図るため、学識経験者で構成する「技術提案・交渉方式

に係る専門部会」（以下、「専門部会」という。）を設置した。専門部会は、表－2 の学識経験者４

名で構成し、公示前、技術審査段階、価格等の交渉段階の３段階において意見聴取を行った。なお、

専門部会は非公開とした。 

表－２ 技術提案・交渉方式に係る専門部会の委員 

属性及び専門分野 

大学教授（経済学分野） 

大学教授（環境工学分野） 

大学教授（土木工学分野） 

大学教授（土木工学分野） 

   ※委員の氏名等は、羽田空港アクセス鉄道事業に係る全ての工事契約を締結した後に公表予定。 
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３．競争参加資格確認 

（１）競争参加資格確認 

競争参加資格確認は、競争参加者としての適正な資格と必要な実績を有するかを審査するもの

である。 

（２）審査結果 

令和 4 年 5 月 20 日までに５者の応募があった。５者から提出された競争参加資格確認申請書に

ついて資格審査を行った結果、いずれの者も競争参加資格を満たしていた。 

 

４．技術提案審査 

（１）技術提案審査の概要 

技術提案審査あたり、以下の５提案を求めた。 

〈技術提案項目〉 

① 空港内の道路交通への影響の最小化に有効な施工方法の提案 

② 狭隘な施工エリアにおける安全・確実な土留め施工方法の提案 

③ 想定される施工リスクの抽出と対応方法の提案（土留め施工に関する事項を除く） 

④ 施工期間の短縮及びコスト縮減に有効な施工方法の提案 

〈実施方針〉 

技術協力業務に関する実施方針 

上記の５者に対して技術提案を評価し、技術協力業務及び価格交渉を行う優先交渉権者 1 者及

び次順位以下の交渉権者を決定した。技術提案の評価は各者 60 分のヒアリングを実施し技術提案

内容の確認を行った上で、上述の提案項目に関する提案内容を審査することで行った。 

なお、公示後、技術提案書等の作成に関する質問期間（令和 4 年 3 月 16 日～令和 4 年 5 月 17

日）に、122 件の質問を受領・回答している。 
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（２）審査結果 

審査にあたっての評価基準及び配点は表－３、審査結果は表－４、表－５のとおりである。 

 

表－３ 評価基準 

技術提案項目 評価基準 配点 小計 

技 

術 

提 

案 

① 空港内の道路交

通への影響の最

小化に有効な施

工方法の提案 

的確性 
交通状況や配慮すべき事項等が適切に記載されている場合 100 

300 

空港内の道路交通への影響の最小化に有効な提案である場合 100 

実現性 

・提案内容の根拠（現場条件との整合性や資機材調達の確実性等）、

課題とその対応策等が記載され、提案内容に説得力が高い場合 

・提案内容を裏付ける実施事例や類似事例の記載があり、十分な裏付

けがある場合 

100 

② 狭隘な施工エリ

アにおける安全・

確実な土留め施

工方法の提案 

的確性 

周辺構造物へ与えうる影響や現地条件を踏まえた着眼点、課題等が適

切に記載されている場合 
75 

250 

狭隘な施工エリアにおいても安全かつ確実な施工方法である場合 75 

実現性 

・提案内容の根拠（現場条件との整合性や資機材調達の確実性等）、

課題とその対応策等が記載され、提案内容に説得力がある場合 

・提案内容を裏付ける実施事例や類似事例の記載があり、十分な裏付

けがある場合 

100 

③ 想定される施工

リスクの抽出と

対応方法の提案

（土留め施工に

関する事項を除

く） 

的確性 
現地条件を踏まえた施工リスクが適切に記載されている場合 25 

100 

適切かつ確実な施工に有効な施工リスクへの対応方法である場合 25 

実現性 

・提案内容の根拠（現場条件との整合性や資機材調達の確実性等）、

課題とその対応策等の記載があり、提案内容に説得力が高い場合 

・提案内容を裏付ける実施事例や類似事例の記載があり、具体的な裏

付けがある場合 

50 

④ 施工期間の短縮

及びコスト縮減

に有効な施工方

法の提案 

工 

程 

的確性 
施工方法、施工手順、施工体制、想定工期短縮日数等が具体的に記載

され、施工期間の短縮に有効な提案である場合 
60 

200 

実現性 

提案内容の根拠（現場条件との整合性や資機材調達の確実性等）、課

題とその対応策、裏付けとなる実施事例又は類似事例が記載され、実

現性が高い場合 

60 

コ 

ス 

ト 

的確性 施工方法、施工手順、施工体制、想定コスト縮減額等が具体的に記載

され、コスト縮減に有効な提案である場合 
40 

実現性 提案内容の根拠（現場条件との整合性や資機材調達の確実性等）、課

題とその対応策、裏付けとなる実施事例又は類似事例が記載され、実

現性が高い場合 

40 

実施方針 評価基準 配点 小計 

実 

施 

方 

針 

技術協力業務に関

する実施方針 
理解度 

業務目的、現地条件、与条件について、適切かつ論理的に整理されて

おり理解度が高い場合 
75 

150 
実施手順 

・体制 

・実施手順の妥当性及び手順上の具体的な工夫がある場合 

・主要ポイントの抽出に関する着眼点が適切である場合 

・本業務の内容、規模について、十分（具体的）な実施体制が確保さ

れている場合 

75 

合計 1000 

 

 

項目別配点 
ＡからＣの場合の評価 

Ａ Ａ‘ Ｂ Ｂ‘ Ｃ 

   α α＊5／5 α＊4／5 α＊3／5 α＊2／5 α＊0／5 

※得点は小数点第１位を有効とする。 
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表－４ 審査結果 

業者名 
技術提案項目 実施 

方針 
合計点 概要 

① ② ③ ④ 

ア者 210.0 206.3 68.8 146.0 101.3 732.4 交渉権者 

イ者 230.0 213.8 70.0 150.0 101.3 765.1 優先交渉権者 

ウ者 225.0 213.8 70.0 137.0 105.1 750.9 交渉権者 

エ者 230.0 206.3 68.8 151.0 101.3 757.4 交渉権者 

オ者 210.0 211.3 68.8 133.0 97.6 720.7 交渉権者 

 

※１ 得点は評価者４名による審査結果を平均したもの 

※２ 凡例 

ア者：大林・若築・大本特定建設工事共同企業体 

イ者：清水建設株式会社 

ウ者：五洋・大成・西松特定建設工事共同企業体 

エ者：鹿島・東亜・鉄建特定建設工事共同企業体 

オ者：株式会社安藤・間・株式会社不動テトラ・みらい建設工業株式会社特定建設工事共同

企業体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 7 - 

 

表－５ 個別評価 

技術提案項目 評価基準 ア者 イ者 ウ者 エ者 オ者 

① 空港内の道路交通への影響

の最小化に有効な施工方法の

提案 

的確性 
70.0 80.0 75.0 75.0 65.0 

75.0 80.0 80.0 85.0 75.0 

実現性 65.0 70.0 70.0 70.0 70.0 

小計（300 点） 210.0 230.0 225.0 230.0 210.0 

② 狭隘な施工エリアにおける

安全・確実な土留め施工方法

の提案 

的確性 
56.3 63.8 63.8 56.3 56.3 

75.0 75.0 75.0 75.0 75.0 

実現性 75.0 75.0 75.0 75.0 80.0 

小計（250 点） 206.3 213.8 213.8 206.3 211.3 

③ 想定される施工リスクの抽

出と対応方法の提案（土留め

施工に関する事項を除く） 

的確性 
18.8 17.5 17.5 17.5 18.8 

17.5 17.5 17.5 18.8 17.5 

実現性 32.5 35.0 35.0 32.5 32.5 

小計（100 点） 68.8 70.0 70.0 68.8 68.8 

④ 施工期間の短縮及びコスト

縮減に有効な施工方法の提案 

工程 
的確性 48.0 48.0 51.0 51.0 42.0 

実現性 42.0 42.0 42.0 42.0 39.0 

コスト 
的確性 28.0 32.0 22.0 30.0 26.0 

実現性 28.0 28.0 22.0 28.0 26.0 

小計（200 点） 146.0 150.0 137.0 151.0 133.0 

実施方針 評価基準 ア者 イ者 ウ者 エ者 オ者 

技術協力業務に関する実施方

針 

理解度 48.8 48.8 48.8 48.8 48.8 

実施手順体制 52.5 52.5 56.3 52.5 48.8 

小計（150 点） 101.3 101.3 105.1 101.3 97.6 

評価点 合計（1000 点） 732.4 765.1 750.9 757.4 720.7 

順   位 4 1 3 2 5 

優先交渉権者  ○    

 

※１ 得点は評価者４名による審査結果を平均したもの 

※２ 凡例 

ア者：大林・若築・大本特定建設工事共同企業体 

イ者：清水建設株式会社 

ウ者：五洋・大成・西松特定建設工事共同企業体 

エ者：鹿島・東亜・鉄建特定建設工事共同企業体 

オ者：株式会社安藤・間・株式会社不動テトラ・みらい建設工業株式会社特定建設工事共同

企業体 
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各評価項目の評価の考え方は以下のとおりである。 

 

① 空港内の道路交通への影響の最小化に有効な施工方法の提案 

■的確性 

  ・交通状況や配慮すべき事項等が適切に記載されている場合 

Ａ（100 点）：交通状況や配慮すべき事項等が適切かつ広範に記載されている。 

Ａ’（80 点）：交通状況や配慮すべき事項等が適切に記載されている。 

Ｂ（60 点）：交通状況や配慮すべき事項等が記載されているが、内容が一般的である。 

Ｂ’（40 点）：交通状況や配慮すべき事項等が記載されているが、内容に不明確又は不適切な

箇所がある。 

Ｃ（0 点）：交通状況や配慮すべき事項等の記載がない、又は内容が不適切である。 

 

  ・空港内の道路交通への影響の最小化に有効な提案である場合  

Ａ（100 点）：空港内の道路交通への影響の最小化に効果が高い提案である。 

Ａ’（80 点）：空港内の道路交通への影響の最小化に有効な提案である。 

Ｂ（60 点）：空港内の道路交通への影響の最小化について記載があるが、内容が一般的であ

る。 

Ｂ’（40 点）：空港内の道路交通への影響の最小化について記載があるが、内容に不明確又は

不適切な箇所がある。 

Ｃ（0 点）：空港内の道路交通への影響の最小化について記載がない、又は内容が不適切であ

る。 

 

■実現性 

・提案内容の根拠（現場条件との整合性や資機材調達の確実性等）、課題とその対応策等が記載さ

れ、提案内容に説得力が高い場合 

・提案内容を裏付ける実施事例や類似事例の記載があり、十分な裏付けがある場合 

Ａ（100 点）：提案内容の根拠又は裏付けとなる事例等が論理的かつ具体的に記載され、実現

性が非常に高い。 

Ａ’（80 点）：提案内容の根拠又は裏付けとなる事例等が論理的に記載され、実現性が高い。 

Ｂ（60 点）：提案内容の根拠又は裏付けとなる事例等が記載され、実現性がある。 

Ｂ’（40 点）：提案内容の根拠又は裏付けとなる事例等が記載されているが、内容に不明確又

は不適切な箇所があり、実現性がやや低い。 

Ｃ（0 点）：提案内容の根拠又は裏付けとなる事例等の記載がない、又は内容が不適切であ

り、実現性が低い。 
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②狭隘な施工エリアにおける安全・確実な土留め施工方法の提案 

■的確性 

  ・周辺構造物へ与えうる影響や現地条件を踏まえた着眼点、課題等が適切に記載されている場合 

Ａ（75 点）：周辺構造物へ与えうる影響等が適切かつ広範に記載されている。 

Ａ’（60 点）：周辺構造物へ与えうる影響等が適切に記載されている。 

Ｂ（45 点）：周辺構造物へ与えうる影響等が記載されているが、内容が一般的である。 

Ｂ’（30 点）：周辺構造物へ与えうる影響等の記載があるが、内容が不明確又は不適切な箇所

がある。 

Ｃ（0 点）：周辺構造物へ与えうる影響等の記載がない、又は内容が不適切である。 

 

・狭隘な施工エリアにおいても安全かつ確実な施工方法である場合 

Ａ（75 点）：安全かつ確実な施工方法である。 

Ｂ（45 点）：施工方法の記載があるが、内容が一般的である。 

Ｃ（0 点）：施工方法の記載がない、又は内容が不適切である。 

 

■実現性 

・提案内容の根拠（現場条件との整合性や資機材調達の確実性等）、課題とその対応策等が記載さ

れ、提案内容に説得力がある場合 

・提案内容を裏付ける実施事例や類似事例の記載があり、十分な裏付けがある場合 

Ａ（100 点）：提案内容の根拠又は裏付けとなる事例等が論理的かつ具体的に記載され、実現

性が非常に高い。 

Ａ’（80 点）：提案内容の根拠又は裏付けとなる事例等が論理的に記載され、実現性が高い。 

Ｂ（60 点）：提案内容の根拠又は裏付けとなる事例等が記載され、実現性がある。 

Ｂ’（40 点）：提案内容の根拠又は裏付けとなる事例等が記載されているが、内容に不明確又

は不適切な箇所があり、実現性がやや低い。 

Ｃ（0 点）：提案内容の根拠又は裏付けとなる事例等の記載がない、又は内容が不適切であ

り、実現性が低い。 

 

③想定される施工リスクの抽出と対応方法の提案（土留め施工に関する事項を除く） 

■的確性 

  ・現地条件を踏まえた施工リスクが適切に記載されている場合 

Ａ（25 点）：現場条件を踏まえた施工リスクが適切かつ広範に記載されている。 

Ａ’（20 点）：現場条件を踏まえた施工リスクが適切に記載されている。 

Ｂ（15 点）：現場条件を踏まえた施工リスクの内容が一般的である。 

Ｂ’（10 点）：現場条件を踏まえた施工リスクの内容が不明確又は不適切な箇所がある。 

Ｃ（0 点）：現場条件を踏まえた施工リスクの記載がない、又は内容が不適切である。 
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・適切かつ確実な施工に有効な施工リスクへの対応方法である場合 

Ａ（25 点）：適切かつ確実な施工に効果が高い対応方法である。 

Ａ’（20 点）：適切かつ確実な施工に有効な対応方法である。 

Ｂ（15 点）：対応方法の記載があるが、内容が一般的である。 

Ｂ’（10 点）：対応方法の記載があるが、内容が不明確又は不適切な箇所がある。 

Ｃ（0 点）：対応方法の記載がない、又は内容が不適切である。 

 

■実現性 

・提案内容の根拠（現場条件との整合性や資機材調達の確実性等）、課題とその対応策等の記載が

あり、提案した対応方法に説得力が高い場合 

・提案内容を裏付ける実施事例や類似事例の記載があり、具体的な裏付けがある場合 

Ａ（50 点）：提案内容の根拠又は裏付けとなる事例等が論理的かつ具体的に記載され、実現性

が非常に高い。 

Ａ’（40 点）：提案内容の根拠又は裏付けとなる事例等が論理的に記載され、実現性が高い。 

Ｂ（30 点）：提案内容の根拠又は裏付けとなる事例等が記載され、実現性がある。 

Ｂ’（20 点）：提案内容の根拠又は裏付けとなる事例等が記載されているが、内容に不明確又

は不適切な箇所があり、実現性がやや低い。 

Ｃ（0 点）：提案内容の根拠又は裏付けとなる事例等の記載がない、又は内容が不適切であ

り、実現性が低い。 

 

 

④施工期間の短縮及びコスト縮減に有効な施工方法の提案 

【工程】 

■的確性 

  ・施工方法、施工手順、施工体制、想定工期短縮日数等が具体的に記載され、施工期間の短縮に有

効な提案である場合 

Ａ（60 点）：施工方法等が具体的に記載され、施工期間の短縮に効果が高い。 

Ａ’（48 点）：施工方法等が記載され、施工期間の短縮に有効である。 

Ｂ（36 点）：施工方法等の記載があるが、内容が一般的である。 

Ｂ’（24 点）：施工方法等の記載があるが、内容が不明確又は不適切な箇所がある。 

Ｃ（0 点）：施工方法等の記載がない、又は内容が不適切である。 
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■実現性 

  ・提案内容の根拠（現場条件との整合性や資機材調達の確実性等）、課題とその対応策、裏付けと

なる実施事例又は類似事例が記載され、実現性が高い場合 

Ａ（60 点）：提案内容の根拠、裏付けとなる事例等が論理的かつ具体的に記載され、実現性が

非常に高い。 

Ａ’（48 点）：提案内容の根拠、裏付けとなる事例等が論理的に記載され、実現性が高い。 

Ｂ（36 点）：提案内容の根拠等が記載され、実現性がある。 

Ｂ’（24 点）：提案内容の根拠等が記載されているが、内容に不明確又は不適切な箇所があ

り、実現性がやや低い。 

Ｃ（0 点）：提案内容の根拠等の記載がない、又は内容が不適切であり、実現性が低い。 

 

【コスト】 

■的確性 

  ・施工方法、施工手順、施工体制、想定コスト縮減額等が具体的に記載され、コスト縮減に有効な

提案である場合 

Ａ（40 点）：施工方法等が具体的に記載され、コスト縮減に効果が高い。 

Ａ’（32 点）：施工方法等が記載され、コスト縮減に有効である。 

Ｂ（24 点）：施工方法等の記載があるが、内容が一般的である。 

Ｂ’（16 点）：施工方法等の記載があるが、内容が不明確又は不適切な箇所がある。 

Ｃ（0 点）：施工方法等の記載がない、又は内容が不適切である。 

 

■実現性 

  ・提案内容の根拠（現場条件との整合性や資機材調達の確実性等）、課題とその対応策、裏付けと

なる実施事例又は類似事例が記載され、実現性が高い場合 

Ａ（40 点）：提案内容の根拠、裏付けとなる事例等が論理的かつ具体的に記載され、実現性が

非常に高い。 

Ａ’（32 点）：提案内容の根拠、裏付けとなる事例等が論理的に記載され、実現性が高い。 

Ｂ（24 点）：提案内容の根拠等が記載され、実現性がある。 

Ｂ’（16 点）：提案内容の根拠等が記載されているが、内容に不明確又は不適切な箇所があ

り、実現性がやや低い。 

Ｃ（0 点）：提案内容の根拠等の記載がない、又は内容が不適切であり、実現性が低い。 
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技術協力業務に関する実施方針 

■理解度 

  ・業務目的、現地条件、与条件について、適切かつ論理的に整理されており理解度が高い場合 

Ａ（75 点）：業務目的、現地条件、与条件について適切かつ論理的に整理され、本業務を遂行

するに当たって理解度が非常に高い。 

Ａ’（60 点）：業務目的、現地条件、与条件について整理され、本業務を遂行するに当たって

理解度が高い。 

Ｂ（45 点）：業務目的、現地条件、与条件について記載があるが、内容が一般的である。 

Ｂ’（30 点）：業務目的、現地条件、与条件について記載があるが、内容に不明確又は不適切

な箇所がある。 

Ｃ（0 点）：業務目的、現地条件、与条件について記載がない、又は内容が不適切である。 

 

■実施手順・体制 

  ・実施手順の妥当性及び手順上の具体的な工夫がある場合 

・主要ポイントの抽出に関する着眼点が適切である場合 

・本業務の内容、規模について、十分（具体的）な実施体制が確保されている場合 

Ａ（75 点）：実施手順及び手順上の具体的な工夫、主要ポイントの抽出に対する着眼点、実施

体制の確保について適切かつ具体的に整理がされており、内容が非常に優れてい

る。 

Ａ’（60 点）：実施手順及び手順上の具体的な工夫、主要ポイントの抽出に対する着眼点、実

施体制の確保について整理がされており、内容が優れている。 

Ｂ（45 点）：実施手順及び手順上の具体的な工夫、主要ポイントの抽出に対する着眼点、実施

体制の確保について記載があるが、内容が一般的である。 

Ｂ’（30 点）：実施手順及び手順上の具体的な工夫、主要ポイントの抽出に対する着眼点、実

施体制の確保について記載があるが、内容に不明確又は不適切な箇所がある。 

Ｃ（0 点）：実施手順及び手順上の具体的な工夫、主要ポイントの抽出に対する着眼点、実施

体制の確保について記載がない又は内容が不適切である。  
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５．価格等交渉 

（１）実施方法 

発注者及び優先交渉権者で技術協力業務の契約を締結するにあたり、設計業務及び技術協力業

務完了後の工事の契約に向けた価格等の交渉等に関する基本協定を令和 4 年 8 月２日に締結した。 

（２）経過 

基本協定に基づき、４回の価格等交渉を実施した。主な経過は以下のとおりである。 

【第 1 回】令和 5 年 7 月２６日 

【第２回】令和 5 年 7 月２８日 

【第３回】令和 5 年８月２日 

【第４回】令和 5 年８月４日 

上記４回の価格等交渉を踏まえ、発注者において優先交渉権者の価格の妥当性を確認したこと

から、令和 5 年 8 月 24 日、第 3 回専門部会に価格等交渉結果について報告し、価格交渉結果及び

交渉成立の妥当性が確認された。 

（３）価格の妥当性の検証について 

優先交渉権者から提出された工種毎における見積額の妥当性の検証については、以下のとおり    

行い、見積条件やヒアリング等により確認した。 

①  歩掛については、原則、標準歩掛を使用し、標準歩掛が適用出来ないものについては各工

法協会の積算基準及び特別調査結果を使用した。なお、特別調査が実施出来ない歩掛につ

いては見積りを採用し、これまでの類似実績等を参考に妥当性を確認した。 

②  設計単価（労務単価、資材単価、機械経費）については、原則、関東地方整備局の統一単

価及び市場単価を使用するとともに、特殊な材料については特別調査単価を使用した。 

また、総価において、当初発注者が公示時に設定した参考額を、価格等交渉時に基本設計で未検

討であった項目及び物価上昇等を考慮して見直した上で、優先交渉権者の見積額と比較し、見積額

が妥当であることを確認した。 

参考額（公示時）   約 300～330※億円 

参考額（価格等交渉時）約 377 億円 

契約額        約 302 億円 

       ※地中障害物の程度により、施工方法が異なる場合があることが想定されたため、 

金額に幅を持たせた参考額を設定。 

（４）その他 

価格等交渉の過程で決定した施工検討等については、特記仕様書に記載し契約に反映させた。 
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（５）見積合わせ 

実施日時 令和５年９月 21 日 

 

６．契約相手方の決定 

（１）工事名 令和５年度 東京国際空港空港アクセス鉄道開削部(Ｐ３駐車場前)躯体築造工事 

（２）契約者 清水建設株式会社 土木東京支店 

（３）工事場所 東京都大田区羽田空港 東京国際空港内 

（４）工事請負契約締結日 令和５年９月２９日 

（５）契約金額  予定価格 30,172,956,000 円（消費税及び地方消費税含む） 

契約金額 30,172,549,000 円（消費税及び地方消費税含む） 

 

７．技術提案・交渉方式に係る専門部会の経緯 

本工事の手続にあたっては、中立かつ公正な審査を行うため、学識経験者等で横成する専門部会を

設置し、全 3 回の意見聴取を行った。 

各委員会の開催日及び意見聴取事項等は以下のとおりである。 

【第 1 回専門部会  公示前】 

１）開催日：令和 4 年 1 月 28 日 

２）意見聴取事項 

① 技術提案・交渉方式の適用の妥当性について 

② 技術提案の範囲・項目・評価基準の妥当性について 

③ 参考額の設定方法の妥当性について 

④ 価格等の交渉の実施に係る事項、交渉結果の公表事項の妥当性について 

３）主な意見 

・技術提案・交渉方式の適用について 

・技術提案項目・評価基準について 

・価格等の交渉について 

【第 2 回専門部会  技術審査段階】 

１）開催日：令和 4 年 6 月 30 日 

２）意見聴取事項 

① 技術提案の審査・評価結果の妥当性について 

３）主な意見 

・技術提案の審査・評価内容について 
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【第 3 回専門部会  価格等の交渉段階】 

１）開催日：令和 5 年 8 月 24 日 

２）意見聴取事項 

① 合意した見積条件の妥当性について 

② 工事費等を含めた交渉成立の妥当性について 

③ 予定価格算定の考え方の妥当性について 

④ 契約者の選定経緯に係る公表資料について 

３）主な意見 

・価格等の交渉内容について 

・公表資料の記載内容について 

 

 

以上 


